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■ 本書の表記 
本書では説明する内容によって以下のアイコン、記号を使用しています。 

アイコン、記号 説明 

 
操作するときに気をつけることを記載しています。 

 
説明の補足事項を記載しています。 

 
表示や入力するときのワンポイントを記載しています。 

 
参照先を記載しています。 

 
基本オプションを表しています。 

 
追加オプションを表しています。 

【  】 画面名称を表記するときに用います。 

「  」 画面内の項目名、参照先を表記するときに用います。 

［  ］ メニュー名やボタン名称を表記するときに用います。 

      ※本書の科目コードは全て 3 桁のコードを記載しています。 



 

 

 

■ はじめに 
本書は、『TOMAS-PS 7 会計』（以下、「PS7 会計」と表記）をご使用になる際、必要となる 

操作説明、および注意事項などを明記しています。 

『PS7 会計』をご使用の前に、本書をご覧いただきますよう、お願いいたします。 

 

■「TOMAS-PS 7 会計」のお問い合わせ先 
 

株式会社シティアスコム 学校法人部 
 

TEL 092-852-5145 FAX 092-852-5138 

Email tomas_user＠city.co.jp 

URL https://www5.city.co.jp/ 

 

■ 電子帳簿保存法の承認にあたっての前提条件 
電子帳簿保存法の帳簿のデータ保存の承認に当たっては、システムの運用に際し、電子計

算処理に係る事務手続きを明らかにした書類及び電磁的記録の備付け及び保存に関する

事務手続きを明らかにした書類を整備する必要がございます。 

 

■ TOMAS-PS 7『会計・固定資産システム』マニュアル構成 
機能（オプション）ごとにマニュアルが分かれています。 

「管理会計編」以外の操作や注意事項については、他編マニュアル（別冊）を参照してください。 
 

マニュアル 記載内容 

（基本） Ⅰ．日 常 処 理 編 PS7 会計 の基本機能について記載しています。 

 
Ⅱ．支 払 編 

総合振込データ作成や、未払計上等の支払関連機能について記載し

ています。 

 
Ⅲ．予 算 編 

目的予算や形態予算管理のしくみと利用方法について記載してい

ます。 

（基本） Ⅳ．帳 票 編 
PS7 会計で出力できる全帳票について記載しています。 

また、帳票エディット機能についても記載しています。 

（基本） Ⅴ．マスタ設定編 各種マスタの設定方法について記載しています。 

（基本） Ⅵ．会 計 決 算 編 
PS7 会計での決算方法について記載しています。 

 
Ⅶ．管 理 会 計 編 

財務分析やシミュレーション機能のしくみと活用方法について 

記載しています。 

 
Ⅷ．消費税管理編 

消費税の自動計算および申告書類の作成方法について記載してい

ます。簡易課税、原則課税（一括比例配分、個別対応方式）に対応 

 
Ⅸ．WEB 予算管理編 

WEB を利用した予算執行の流れなど、PS7 予算での WEB 管理機

能について記載しています。 

 
Ⅹ．固定資産基本金編 固定資産管理と基本金管理について記載しています。 

 



改訂履歴 
 

Ver. 改訂日 内 容 

7.1.1 2019/1/31 2019/1/31 版 

7.2.1 2021/1/31 2021/1/31 版（2020 年度決算対応バージョンアップ） 

7.2.2 2021/11/30 電子帳簿保存法の承認にあたっての前提条件追記 

7.3.1 2022/2/25 2022/2/25 版（2021 年度決算対応バージョンアップ） 

7.4.1 2022/9/20 2022/9/20 版 

7.5.1 2023/2/20 2023/2/20 版（2022 年度決算対応バージョンアップ） 
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1 管理会計概要 

日々の仕訳をもとに決算書を出力できるほか、その実績値を使って財務分析をおこなうこと

ができます。さらに、実績値だけではなく予想値の登録をすることにより未来の財務分析の

シミュレーションが可能となっております。 
 

1-1 財務分析と財務シミュレーションの流れ 

財務分析と財務シミュレーションの処理の流れは以下の通りです。 

 
 

 
 

  

財務分析 

現状を確認 
 格付フローチャートを用いて、自法人の現状の経営状態を確認します。 

４ 格付フローチャート出力  

  

  経営悪化の兆候を早期に発見し、経営破たんを防止するために 
  財務分析をおこないます。 

 ２ 財務分析表を出力する  

 経営改善計画をたて、改善内容を登録し財務シミュレーションを 
かけます 

３ 財務シミュレーションをする  

財務シミュレーション 

未来財務分析  財務シミュレーション結果を未来決算書、未来財務分析表で確認で

き、その結果を予算書にも反映できます。 

 自法人だけの数値では問題が見えてこないため、他法人のデータ 
（日本私立学校振興・共済事業団）と比較し、自法人の特徴や問題点を

理解することをお勧めします。 
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1-2 財務分析概要 
 

 
 

■ 日本私立学校振興・共済事業団の自己診断チェックリストによる財務分析 
・日本私立学校振興・共済事業団の HP よりダウンロードした資料と同じ形式で 

基礎データを出力 
 

 
 

■ 【ＴＯＭＡＳの財務分析表】独自データとの比較（絶対評価） 
・各科目に目標値を設定し、その目標の達成度を評価 

 

 

DB 

財務分析 全体像 

実績データ 

活動区分資金収支計算書 

財務分析表 

財務分析 

：画面操作 

：csv 連携 
自己診断チェックリスト用データ出力 

日本私立学校振興・共済事業団 

データ取込 

事業活動収支計算書 貸借対照表 

データ出力 自己診断チェックリスト 

自己診断チェックリスト ＴＯＭＡＳ 

コピー＆ペースト 

学校（実績） 学校（目標値） 
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■ 【ＴＯＭＡＳの財務分析表】 
日本私立学校振興・共済事業団データとの比較（相対評価） 

・地域ブロック平均値や規模別平均値などと自法人との比較 
 

 
 

 

■ 【ＴＯＭＡＳの財務分析表】複数年度の出力（趨勢評価） 
・対象年度と比較年度を指定しその改善を矢印で表現 

 

 
 

 

■ 【ＴＯＭＡＳの財務分析表】分析グラフの作成 
・日本私立学校振興・共済事業団提供の全国平均値や入力した他校のデータなど 
 最大５つデータ比較 
・折れ線グラフ または 棒グラフ を選択 

 

 

  

ブロック別平均値 規模別平均値 系統別平均値 

学校 日本私立学校振興・共済事業団 

2015 年度 2016 年度 2017 年度 2018 年度 2019 年度 

対象年度 比較年度 
例）2015 年度を基準として 

2018 年度での改善を↑↓で表示 
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1-3 財務シミュレーション概要  
 
 

 
 

 

■ 財務シミュレーション 
・パターン名称をつけて複数保存可能 

・基準となる残高を予算または決算（実績）から選択可能 

・比率計算（予想比率を指定） または 積上げ計算（単価×数量）による計算方法により

残高をシミュレーション 

その結果を未来決算書、予算書、未来財務分析表より確認 
 
 

 
 

基準残高 

シミュレーション 

DB 

財務シミュレーション 全体

未来財務分析表 翌年度予算書 未来決算書（３種） 

実績残高 当年度予算残高 

人数 比率 

 

単価 加算減算 

実
績
（T

O
M

A
S

デ
ー
タ
） 

シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
要
素
追
加 

結
果 

シミュレーション用の 

残高データを作成  

授業料を１０００円変更した場合、経常収支差額

比率がどのくらいの値になるだろうか？ 

パターン登録 未来財務分析表 
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2 財務分析を出力する 

この章では財務分析表の出力と分析方法について説明します。 

2-1 項目説明 

財務分析表を出力するために利用する画面を説明します。 

この画面より複数の分析ができるため、各分析の操作手順の補足説明もご確認ください。 
 

 
 

No 名称 説明 

A 対象年度 

これから財務分析をおこなう年度を指定します。（最大１０年） 

「現状の財務分析」は過年度から当年度まで、「財務シミュレーション 

結果の財務分析」は当年度から未来年度を指定します。 

B 
財務ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝﾃﾞｰﾀを使用

する 

チェックをつけると、シミュレーションパターンを指定できます。 

C 部門集計パターン 部門集計パターンからよく出力するパターンを選択します。 

Ｄ 

表示形式 表示形式を選択します。 

合算 法人全体として出力する場合に選択します。 

部門別改ページ 部門ごとに出力する場合に選択します。 

Ｅ 按分純額計算 
論理按分利用時の按分純額計算の方法を指定します。 

純額にチェックをつけた場合は純額後の金額で分析をおこないます。 

Ｆ 評価基準を表示する 財務分析表に△▼を表示します。 

Ｇ 過去比較を表示する 過年度を出力するため対象年度と比較年度を指定しています。 

Ｈ 出力財務比率の選択 

財務分析表として出力させる項目を選択します。 

一般的な項目を初期設定していますが、ユーザー独自の分類を追加登録

することもできます。 

Ｉ 比較データを選択する 比較データを登録するとそのデータと自法人のデータを比較できます。 

Ｊ 計算書データ出力 
自己判断チェックリスト形式で財務分析結果を出力し、実際のチェック

リストに貼り付けます。 

Ｋ EXCEL 出力 財務分析表を出力する際に選択します。 
L 集計期間(対象月)を指定 指定した単月の財務分析表を出力できます。 
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2-2 絶対評価を実施する 

自法人のデータを使って財務分析表を出力する手順を説明します。 

事前に学生数や教職員数を登録してください。 

「2-5-1 分析に必要な学生数や金額を登録するには」 

2-2-1 年度または対象月を指定して出力する 

単年度または複数年度を指定して財務分析表を出力することができます。 

２０１６年度から２０１７年度（２年度分）を出力する例をもとに手順を説明します。 

 

 
集計期間指定した財務分析について 

上半期など年度の途中で財務分析を行う場合は、集計期間（対象月）を指定してください。 

なお、複数年度を指定したうえで集計期間（対象月）を指定した場合、それぞれの年度の同集

計期間実績で財務分析表が出力されます。 

（例）年度：2018～2019 年度  集計期間：4 月～9 月 

   この場合、2018 年度 4 月～9 月の実績と 2019 年度 4 月～9 月の実績で 

   財務分析表が出力されます。 

 

 

 

 

■ 利用する画面項目 
 

 
 

 

1. メガドロップ［8.分析・資料］－◇財務分析「財務分析表」をクリックします。 
⇒【財務分析表】画面が表示されます。 
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2. 印刷条件を選択し、［EXCEL 出力］ボタンをクリックします。 
① 対象年度を 2016 年度～2017 年度に指定 

② 「評価基準を表示する」のチェックをはずす 
 

 
 

3. 印刷条件を選択し、［EXCEL 出力］ボタンをクリックします。 
確認メッセージが表示されます。（今回は「開く」を選択） 

 

 
 

4. 財務分析表が出力されます。 
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■ 財務分析表の特徴 
 

 
 

No 名称 説明 

A 表示形式 初期値は学校全体で分析する「合算」形式ですが、問題点を確認する場合は 

「部門別」の出力がおすすめです。部門別出力場合はどのレベルで分析するのか、

部門集計パターンの選択が重要です。 

 

 

 

 

 

 

B 年度 連年比較分析ができます。 

C 比率名 ５つのカテゴリーから構成されています。（比較内容は追加できます） 

・貸借対照表比率 

・事業活動収支比率 

・活動区分収支比率 

・学生生徒一人当たり分析 

・教員一人当たり分析 

 

出力レベルを確認する場合は 

「部門」にチェックをつけガイダンスを表示。 

ガイダンス表示部門ごとに分析できます 
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財務分析表の金額について 

固定資産額および流動資産は徴収不能引当金控除前の金額です。 

必要に応じて調整計算をお願いします。 

 

2-2-2 評価基準を表示する 

財務分析表に表示される各比率が高いほうがいいのか低いほうがいいのか判断目安として

評価基準を同時に表示させることができます。 

操作の手順は 2-2-1 を参照してください。 

 

■ 利用する画面項目 
 

 
 

 

■ 財務分析表の特徴 
 

 
 

No 名称 説明 

A 評価基準 比率ごとに設定した評価基準を表示します。 

 △：値が高いほうがよい 

 ▼：値が低いほうがよい 

 －：どちらともいえない 
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2-2-3 過去比較を表示する 

複数年度を指定して財務分析をおこなうほか、指定した年度を比較し、視覚的にその増減 

を確認することができます。2016 年度と 2017 年度を比較する例で説明します。 

 

■ 利用する画面項目 
 

 
 

1. メガドロップ［8.分析・資料］－◇財務分析「財務分析表」をクリックします。 
⇒【財務分析表】画面が表示されます。 

 

2. 印刷条件を選択し、［EXCEL 出力］ボタンをクリックします。 
① 対象年度を 2016 年度～2017 年度に指定 

② 「過去比較を表示する」のチェック 対象年度：2017 比較年度：2016 
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3. 印刷条件を選択し、［EXCEL 出力］ボタンをクリックします。 
確認メッセージが表示されます。（今回は「開く」を選択） 

 

4. 財務分析表が出力されます。 
 

 

 

■ 財務分析表の特徴 
 

 
 

No 名称 説明 

A 過去比較 評価基準を加味して、比較年度に対しての対象年度の改善状況を矢印で表示します。 

 

評価基準が△（値が高いほうがよい）場合 

 

 

 比率が上がり、改善されると↑になります。 

 

評価基準が▼（値が低いほうがよい）場合 

 

 

 比率が下がり、改善されると↑になります。 

 

 

 

 
連年３年度以上の過年度比較のレイアウト 

３年度以上を指定し、対象年度を過年度に指定しても帳票のレイアウトに変更はありません。 

「過去比較」欄は対象年度の隣ではなく、常に右端に表示されます。 

例）2015 年度から 2017 年度のうち、2016 年度を対象に 2015 年度と比較 
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2-2-4 比較値をグラフで出力する 

指定した比率をグラフ表示することができます。 

流動資産比率と経常収支差額比率の変動（前年比）をグラフで出力する手順で説明します。 

 

■ 利用する画面項目 
 

 
 

 

1. メガドロップ［8.分析・資料］－◇財務分析「財務分析表」をクリックします。 
⇒【財務分析表】画面が表示されます。 

 

2. 印刷条件を選択し、［設定］ボタンをクリックします。 
① 対象年度を 2016 年度～2017 年度に指定 

② 出力財務比率 該当比率の行の「グラフ」欄にチェック 
 

 

スクロールして「グラフ」列を表示 
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3. 【グラフ出力設定】画面が表示されます。 
グラフ種類と出力対象を選択し、［決定］ボタンをクリックします。 
① グラフ種類を選択（今回は「折れ線グラフ」を選択） 

② 出力対象 「0：財務分析データ（自学）」を選択 
 

 
 

4. 【財務分析表】画面に戻ります。［EXCEL 出力］ボタンをクリックします。 
確認メッセージが表示されます。（今回は「開く」を選択） 

 

5. 財務分析表が出力されます。グラフは別のシートになります。 
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■ 財務分析表の特徴 
 

 
 

No 名称 説明 

A グラフ グラフ出力設定で比較値を選択した場合は別の色で表示します。 

Ｂ 数値 グラフにした数値を表示します。 

Ｃ 解説 比率に対する解説です。 

「【付録】財務分析表分析比率」に全解説の一覧表を載せています。 
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2-3 相対評価を実施する 

自法人の財務分析をおこなう際には、自校の数値だけではなく、同地区の学校法人の平均値

や同規模校の平均値を取り寄せて自校の特徴や問題点を理解します。 

ここでは相対評価の実施方法について説明します。 

 

2-3-1 独自の比較データを作成する 

ある特定の学校の財務状況など独自の比較データを設定し、自法人の実績と比較すること

ができます。（比較データの分析方法は比率分析で実施） 

以下の例をもとに登録方法を説明します。 

 

＜登録例＞百道浜学園（大学法人）の人件費比率を登録し自校と比較したい。 

比較データ名称 分類 分析項目 数値（％） 

百道浜学園比較 事業活動収支比率 人件費比率 63％ 

 

1. メガドロップ［8.分析・資料］－◇財務分析「財務分析情報登録」をクリックします。 
⇒【財務分析項目登録】画面が表示されます。 

 

2. ［比較データ設定］ボタンをクリックします。 
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3. 【比較データ設定】画面が表示されます。 
以下の内容を登録し［更新］ボタンをクリックします。 
① 独自財務分析比較データにチェック 

② 学校種類「大学」を選択 

③ 比較名称 「百道浜学園比較」を入力 
 

 
 

4. 比較データ入力欄が表示されます。数値を入力し［更新］ボタンをクリックします。 
 

 
 

5. 更新確認メッセージが表示されます。「はい」を選択します。 
 

6. 【比較データ設定】画面の「比較対象」に追加されていることを確認します。 
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2-3-2 日本私立学校振興・共済事業団データを取込する 

日本私立学校振興・共済事業団から提供されたデータを取込み、自法人の実績と比較する 

ことができます。 

 

 

1. メガドロップ［8.分析・資料］－◇財務分析「私学共済データ取込」をクリックします。 
⇒【私学共済データ取込】画面が表示されます。 

 

2. 以下の内容を登録し［一覧］ボタンをクリックします。 
① 取込したい年度を選択（今回は平成２７年度を選択） 

② 法人 部門 両方にチェック 

③ 学校種別  すべてにチェック 
 

 
 

3. 取込ファイル名が一覧表示されます。［フォルダ指定取込］ボタンをクリックします。 
 

 
 

 
フォルダ指定取込機能について 

一覧表示させたファイル名（画面ショットでは点線で囲まれた部分）のデータを取込します。 

上記の例では、取込対象選択ですべてのデータ（法人・部門でかつ全ての学校種別）を指定し

ていますが、高校法人の場合は学校種別を高校や中学に限定して一覧表示させてください。 
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4. 私学共済データが保存されている場所を選択し［ＯＫ］をクリックします。 
 

 
 

5. ファイル名に手順４で指定した保存先が表示されます。 
選択欄より取込したいデータにチェックをつけ［実行］ボタンをクリックします。 

 

 
 

6. 取込が完了するとメッセージが表示されます。 
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 取込したデータの編集  【財務分析項目登録】画面［比較データ設定］ボタン 
 

 
 

■ 【私学共済データ取込】画面の項目一覧 

 
 

No 名称 説明 

A 版の選択 取込したい私学共済データの版（○年度版）を選択します。 

B 法人・部門 「法人」または「部門」より区分を選択します。 

C 学校種別 取込したい学校種別を選択します。 

Ｄ 
選択 一覧表示したファイルのうち、実際に取込したいファイルにチェックをつけま

す。すべてを取込する場合は［全選択］ボタンをクリックしてください。 

E 法人部門区分など ［Ｂ：法人・部門］［Ｃ：学校種別］で選択した内容が表示されます。 

F 
ファイル再選択 ［Ｇ：フォルダ指定取込］で指定したデータの保存先ではなく、個別に指定す

ることができます。 

G 
フォルダ指定取込 私学データの保存先を指定します。［Ｅ：法人部門区分など］で表示されたファ

イル名と合致するデータを読み込みます。 
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2-3-3 比較したデータを選択して相対評価を実施する 

比較データを利用して相対評価をしてみましょう。 

日本私立学校振興・共済事業団データのブロック別データと自法人を比較する例を説明 

します。 

 

■ 利用する画面項目 
 

 
 
 
 

1. メガドロップ［8.分析・資料］－◇財務分析「財務分析表」をクリックします。 
⇒【財務分析表】画面が表示されます。 

 

2. 対象年度を選択し、［比較データを選択する］にチェックをつけます。 
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3. 比較データを選択します。 
① 対象年度に自法人の比較対象年度を選択 

② 比較年度に比較対象データの年度を選択 

③ 比較対象 私学共済事業団データを選択 

④ 私学共済事業団データの中から比較項目を選択 
 

 
 

 
「有効にする」のチェックについて 

設定した比較条件を無効にする場合は、チェックをはずすことで比較対象としないように 

できます。ただし、設定したタブ以降のタブも同時に無効になります。 

（例）「比較１」タブでチェックをはずした場合「比較２」タブ以降も無効になります 
 

4. グラフで表示したい項目がある場合は該当欄にチェックをつけます。 
 

 
 

5. 確認メッセージが表示されます。（今回は「開く」を選択） 
 

6. 財務分析表が出力されます。グラフは別のシートになります。 
 

  

取込した共済データの年度 
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2-4 自己診断チェックリストによる財務分析を実施する 

日本私立学校振興・共済事業団提供の自己診断チェックリストによる財務分析をおこなう 

際に、その入力データをシステムから出力することができます。 
 

■ 利用する画面項目 
 

 
 
 

 
自己診断チェックリストによる財務分析 

以下の URL より事前にダウンロードが必要です。（EXCEL 版を保存してください） 

https://www.shigaku.go.jp/s_center_checklist.htm 

 

2-4-1 計算書データを出力する 

法人入力用を例にシステムからのデータ出力手順を説明します。 

 
 

1. メガドロップ［8.分析・資料］－◇財務分析「財務分析表」をクリックします。 
⇒【財務分析表】画面が表示されます。 

 

2. ［計算書データ出力］ボタンをクリックします。 
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3. 【計算書出力】画面が表示されます。 
出力条件を選択し、［EXCEL 出力］ボタンをクリックします。 
① 対象年度 2017 を指定 

② 出力形式 法人入力用を選択 
 

 
 

4. 確認メッセージが表示されます。（今回は「開く」を選択） 
 

 
 

5. 財務分析計算書が出力されます。 
 

 
 

 

金額は千円区切りのカンマ付きで表示されるように 

なりました 



TOMAS-PS 7 会計システム 管理会計編 

2-20 

 

2-4-2 自己診断チェックリストによる分析をする 

「2-4-1 計算書データ出力する」で出力したデータをもとに自己診断チェックリストを

作成する手順を説明します。 

 

 
会計基準変更前のデータについて 

会計基準変更前のデータ（大学法人はＨ２６年度以前、高校法人はＨ２７年度以前）は出力で

きませんのでご注意ください。 

 

 
 

1. あらかじめダウンロードしておいた自己診断チェックリストのファイルを開きます。 
 

 
 

2. 複数のシートの中から入力シートを選択します（今回は法人入力シートを選択） 
「2-4-1」で出力したデータをコピー＆ペーストで貼り付けます。 
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3. 「表紙」以降のシートより分析結果を確認します。 
 

 
 

 

 

■ 自己診断チェックリストのイメージ 
 

 

  

コピー＆ペースト 分析結果 
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2-5 マスタ設定する 

財務分析を行うのに関連するマスタ設定を説明します。 
 

2-5-1 分析に必要な学生数や金額を登録するには 

財務分析をするにあたり毎年変動になる情報（学生数など）を更新する必要があります。 

システム導入時は未設定の状態のため以下の手順で設定してください。 

 

 
設定が必要な分析要素 

設定が必要な分析要素は６種類です。減価償却資産取得価額や基本金要組入額は、会計シス

テムに金額情報をもっていないため、この画面から登録が必要です。 

・減価償却資産取得価額 
・基本金要組入額 
・学生生徒数 
・本務教員数 
・本務職員数 
・入学者数 
 

 

＜登録例＞大学の学生数を登録する 

コード 部門 人数（人） 

学生生徒数 文学部 1243 

法学部 1522 

工学部 1444 

 

1. メガドロップ［8.分析・資料］－◇財務分析「財務分析情報登録」をクリックします。 
⇒【財務分析項目登録】画面が表示されます。 

 

2. ［部門別要素登録］ボタンをクリックします。 
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3. 【部門別要素登録】画面が表示されます。 
以下の内容を登録し［更新］ボタンをクリックします。 
① 分析要素一覧から「学生生徒数」をクリック 

② 部門一覧より該当欄に学生数を入力 
 

 
 

4. 更新確認メッセージが表示されます。「はい」を選択します。 
 

 
 

■ 財務分析表イメージ（「大学」部門を限定） 
 

 
 

 
分析要素の入力単位 

人数や金額を入力する単位は、どのレベルで財務分析をしたいのかによって判断してくださ

い。下位レベルで登録した内容は積み上げ可能です。 

「2-2-1 年度を指定して出力する」参照 
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2-5-2 財務分析の分析項目を追加するには 

財務分析をおこなうにあたり、初期設定されている分析項目以外でも追加登録できます。 

 

 
 

＜登録例＞ 

分類項目 計算式 

奨学費比率 奨学費 / 学生生徒等納付金収入 

 

1. メガドロップ［8.分析・資料］－◇財務分析「財務分析情報登録」をクリックします。 
⇒【財務分析項目登録】画面が表示されます。 

 

2. ［追加］ボタンをクリックし、【財務分析項目登録（個別）】を表示させます。 
 

 
  

この部分に学校独自の分析項目を追加 
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3. 以下の内容を登録し［設定］ボタンをクリックします。 
① 分類 事業活動収支比率 を選択 

② 名称 奨学費比率 を入力 

③ 表示名称に 分析項目番号（今回は 17）＋名称 を入力 

④ 表示計算式 奨学費 / 学生生徒等納付金 を入力 

⑤ 指標内容 を入力 
 

 
 

4. 【分子分母設定】画面が表示されます。 
［追加］ボタンより、率を計算するために必要な分析要素を選択します。 
① 分子要素 奨学費 を選択 

② 分母要素 学生生徒等納付金 を選択 
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5. ［決定］ボタンをクリックし【財務分析項目登録（個別）】画面に切り替えます。 

さらに［決定］ボタンをクリックします。 
 

6. 【財務分析項目登録】画面の一覧に追加されていることを確認します。 
［更新］ボタンをクリックし、登録内容を確定させます。 

 

 
 

7. 更新確認メッセージが表示されます。「はい」を選択します。 
 

 
 

 
 

■ 財務分析表イメージ 
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■ 【財務分析情報登録（個別）】画面の項目一覧 

 
 

No 名称 説明 

A 

分類 以下の分類より該当するものを選択します。 

・貸借対照表比率 

・事業活動収支比率 

・活動区分資金収支比率 

・学生生徒一人当たり分析 

・教職員一人当たり分析 

B 分析項目 番号は自動採番されます。 

C 分析項目・枝番 番号は自動採番されます。 

Ｄ 名称 追加登録する比率に名称を登録します。 

E 表示名称 財務分析表に表示される名称を登録します。 

F 表示計算式 財務分析表に表示される計算式を登録します。 

G 指標内容 指標内容を登録します。 

H 
分子/分母 比率を計算するための実際の計算式を登録します。 

■【分子分母設定】参照 

I 
評価基準 評価基準を登録します。 

「2-2-2 評価基準を表示する」参照 

J 表示順 表示順を入力します。 

K 
有効 登録されているマスタを使用するか否かを選択します。 

（初期値：チェックあり） 
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■ 【分子分母設定】画面の項目一覧 

 
 

No 名称 説明 

A 分類など 【財務分析指標登録】で登録した内容が表示されます。（参照のみ） 

B 

分析要素 比率を計算するために必要な要素を選択します。 

この選択肢にないものを計算式に利用したい場合は新規追加ができます。 

「2-5-3 分析項目で利用する要素を追加するには」参照 

C 加算減算区分 「Ｂ：分析要素」を加算するのか、減算するのか計算区分を選択します。 
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2-5-3 分析項目で利用する要素を追加するには 

分析項目を追加する際に、その計算式で利用する科目（要素）が初期設定されていなければ 

追加で登録することができます。「2-5-2 財務分析の分析項目を追加するには」で使用し

た計算要素「奨学費」を登録する例に手順を説明します。 

 

 
 

＜登録例＞ 

要素名称 内容 

奨学費 奨学費の科目コードより残高を参照する 

 

1. メガドロップ［8.分析・資料］－◇財務分析「財務分析情報登録」をクリックします。 
⇒【財務分析項目登録】画面が表示されます。 

 

2. ［財務分析ユーザー］ボタンをクリックします。 
【財務分析ユーザー登録】画面を表示させ、さらに［追加］ボタンをクリックします。 

 

 
 

算出式に利用する項目の追加 
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3. 【財務分析指標登録（個別）】画面が表示されます。 
以下の内容を登録し［決定］ボタンをクリックします。 
① 要素名称、要素略称に「奨学生」と入力 

② 計算１ 「残高集計」を選択 

③ 計算２ 「期末残高」を選択 

④ ＧＬ／ＦＬ区分 「総勘定」を選択 

⑤ 区分 「科目１で限定」を選択 
 

 
 

4. 更新確認メッセージが表示されます。「はい」を選択します。 
 

 
 

5. 【財務分析ユーザー要素登録】画面の一覧に追加されていることを確認します。 
［更新］ボタンをクリックし、登録内容を確定させます。 
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■ 【財務分析指標登録（個別）】画面の項目一覧 

 
 

No 名称 説明 

A 要素コード 自動採番されます。 

B 要素名称. 要素の名称を入力します。 

C 要素略称 要素の略称を入力します。 

Ｄ 

計算１ 残高の計算方法を選択します。 

１：残高集計 ［Ｇ：区分］で設定した内容にもとづき残高を計算します。 

２：自動計算 自己資金や帰属収入などシステムで自動計算させます。 

３：その他 【部門別要素登録】画面から登録した数値で計算します。 

「2-5-1 分析に必要な学生数や金額を登録するには」参照 

E 

計算２ ［Ｄ：計算１］で「１：残高集計」の場合に、その取得方法を選択します。 

（調整勘定のみ「2：自動計算」でも「計算２」に設定あり） 

１：期首残高 期首残高を参照します。 

（例）調整勘定等 

２：期末残高 期末残高を参照します。 

３：発生額 発生額を参照します。 

４：科目Ⅱが未収入金（期首残高）  

５：科目Ⅱが未収入金（期末残高） 

６：科目Ⅱが未収入金（発生額） 

７：科目Ⅱが貸付金（期首残高）  

８：科目Ⅱが貸付金（期末残高） 

９：科目Ⅱが貸付金（発生額） 

１０：相手科目が未収入金  

１１：相手科目が貸付金  

F GL/FL 区分 「Ｇ（総勘定）」「Ｆ（資金収支）」より参照する残高を選択します。 

G 区分 算出方法を選択します。 
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No 名称 説明 

１：GL/FL コード 小科目コードを指定します。 

２：大科目 大科目レベルで対象科目を限定します。 

３：属性 属性で対象科目を限定します。 

４：大分類 大分類で科目を限定します。 

H 科目 「G：区分」が「GL/FL コード」の場合に科目コードを設定します。 

I 
事業活動/活動

区分 

［F：GL/FL 区分］により、事業活動区分または活動区分を選択します。 

J 表示順 表示順を入力します。 

K 
有効 登録されているマスタを使用するか否かを選択します。 

（初期値：チェックあり） 
 

 

 

 

 

 区分の選択について 

 

財務分析の計算値を算出するための区分の設定について設定例を紹介します。 

 

 （設定例） 

要素名称 区分 科目 大科目-中科目 属性 

長期有価証券 GL/FL コード 811-811    

総資金 -     

特定資産 大科目  810 固定資産 ２特定資産  

退職給与引当

特定資産 

GL/FL コード 831-831    

寄付金 GL/FL コード 2331-2332    

前受金 属性    C 前受金 

 

GL/FL コードを設定できる要素・・・科目コードの指定（FROM TO）ができるもの。 

                  連番で指定できない場合は利用できない。 

 

属性で設定できる要素・・・支払資金、借入金、前受金など。 

             属性を変更している場合があるので注意が必要です。 
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3 財務シミュレーションをする 

この章では財務シミュレーションの流れと帳票出力について説明します。 

3-1 処理の流れ 

財務分析シミュレーションは、「実績（決算）」をもとにシミュレーションする方法と、 

「予算」をもとにシミュレーションする方法の２種類あります。 

操作画面は異なりますが、操作方法は同じです。 
 

 
 

また、そのシミュレーションする対象科目の選択は以下の方法を準備しています。 

 
 

 大分類 パラメータ要素 

分類 「収入」「支出」「支払資金」 初期設定された要素を選択 

要素分類 - 
納付金収入計画など 7 種類 

付録 参照 

イメージ 

科目全体をみながらシミュレーシ

ョンできる。 
 

 
 

目的に対する関連科目が限定表示さ

れ、入力負担軽減される。 
 

 
 

 

実績残高 

ベース 

当年度予算 

ベース 

決算書の金額をもとに、変動要素を追加してシミュレーションしま

す。経営改善計画にご利用ください。 

 

結果は以下の４表で確認できます。 

・資金収支計算書 

・事業活動収支計算書 

・貸借対照表 

・財務分析表 

 

当年度の予算書の金額をもとに、変動要素を追加してシミュレーシ

ョンします。翌年度以降の予算書作成にご利用ください。 

シミュレーションした結果をもとに予算入力画面への連携もでき

ます。（ｃｓｖ取込） 

 

結果は以下の３表で確認できます。 

・資金収支予算書 

・活動区分資金収支予算書 

・事業活動収支予算書 
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■ 処理の流れ 
 

 
 

■ おもに利用する画面とその特徴 
 

入力画面 説明 

シミュレーション部門別要素登録 
 

 

基準年度を含め最大１１年度分の要素を登録す

る画面です。 

（初期設定要素） 

・減価償却資産取得価額 

・基本金要組入額 

・学生生徒数 

・本務教員数 

・本務職員数 

・入学者数 

シミュレーション画面での初期値となります。 

 
 

「3-2 事前準備」参照 

シミュレーション要素登録① 
 

  
 

登録済のシミュレーションを呼び出す、またはシ

ミュレーションを新規で作成する画面です。 

 

【シミュレーション部門別要素登録】画面への 

切替もできます。 

 

決算書ベース、予算書ベースと２種類の画面があ

ります。 
 

「3-3 新規シミュレーションを登録する」

参照 

 

シミュレーション部門別要素登録 

シミュレーション要素登録（決算ベース） 

未来財務分析表 

シミュレーション要素登録（予算ベース） 

予算書印刷（経営状況予測版） 
未来決算書印刷（経営状況予測版） 

予算データ取込 
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シミュレーション要素登録② 
 

 

科目ごとの増減率および単価×人数の初期値を

登録します。 
 

「3-2 新規シミュレーションを登録する」

参照 

シミュレーション要素登録③ 
 

 

科目ごとの計算結果を確認します。 

（シミュレーション結果の修正も可能） 

シミュレーションした内容に対して名前をつけ

て保存します。 
 

「3-2 新規シミュレーションを登録する」

参照 

シミュレーション要素登録④ 
 

 

③画面より［詳細］ボタンで切替え、より詳細内

容を登録します。 

（登録例） 

授業料を「学年ごと」に単価×数量を入力 
 

「3-3-2 単価×数量を利用したシミュレ

ーション」参照 

決算書印刷（経営状況予測版） 
 

 

シミュレーション結果を決算書で確認します。 
 

「3-5 シミュレーション結果を帳票で確認

する」参照 
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3-2 事前準備 

財務シミュレーションをおこなうための事前準備について説明します。 
 

3-2-1 人数初期値設定 

学生数や入学者数などシミュレーションするために必要な「人数要素」を、さらに学年や 

退学者などの「人数要素明細」ごとに登録します。 

人数についてもパターン名称をつけて複数登録できます。 

 

 
【部門別要素登録】画面との関連 

財務分析で利用する【部門別要素登録】画面と用途は同じですが、シミュレーションで利用す

るため未来年度の入力や、「学年」などの人数要素明細ごとに入力ができます。 

「2-5-1 分析に必要な学生数や金額を登録するには」参照 

 

＜登録例＞納付金収入をシミュレーションするため学生生徒数を入力する 

人数要素 部門 人数要素明細 2018 年 2019 年 2020 年 

学生生徒数 文学部 １年 431 471 470 

２年 417 461 471 

３年 366 417 461 

４年 170 366 417 

その他 5 5 5 

 

1. メガドロップ［8.分析・資料］－◇経営状況「シミュレーション要素登録（決算ベース）」

をクリックします。⇒【シミュレーション要素登録（決算ベース）】画面が表示されます。 
 

2. ［部門要素登録］ボタンをクリックします。 
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3. 【シミュレーション部門別要素登録】画面が表示されます。 
以下の内容を登録し［更新］ボタンをクリックします。 
① ［新規追加］ボタンをクリック 

② シミュレーション名称を入力（今回は「学生数」） 

③ 要素一覧 「301：学生生徒数」を選択 

④ 部門 「211 文学専攻」を選択 

⑤ 要素明細一覧 学年を選択 

⑥ 人数を入力 
 

 
 

4. 更新確認メッセージが表示されます。「はい」を選択します。 
 

 
   

5. ガイダンスより登録した内容が表示されることを確認します。 
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■ 【シミュレーション部門別要素登録】画面の項目一覧 
 
 

 
 

No 名称 説明 

A 部門要素パターン 
登録されているパターンをガイダンスより選択します。 

［表示］ボタンよりその内容を確認できます。 

B 基準年度 基準となる年度を入力します。 

C 新規追加 
［新規追加］ボタンをクリックすると新規追加モードになります。 

パターン名称入力欄に名称を入力します。パターン番号は自動採番されます。 

Ｄ 

人数要素 人数（金額）を入力する要素を選択します。 

選択肢は【財務分析ユーザー要素登録】画面より「計算１＝その他」を参照し

ています。 

「3-2-2 人数要素の追加登録」参照 

Ｅ 部門一覧 入力部門が表示されます。 

Ｆ 人数要素明細 

［Ｄ：人数要素］で選択された要素の明細を入力します。 

あらかじめ初期設定されたものから選択します。 

教職員数のように明細をわける必要がないものは「0：総数」を選択します。 

Ｇ 年度 
基準年度+１０年度分の入力欄が表示されます。 

シミュレーションしたい年度に人数（金額）を入力します。 

Ｈ 削除 登録したパターンを削除します。 

 

  



3 財務シミュレーションをする 

3-7 

3-2-2 人数要素を追加登録 

「奨学生数」の追加を例に、人数要素の追加をする手順を説明します。 

 

1. メガドロップ［8.分析・資料］－◇財務分析「財務分析情報登録」をクリックします。 
⇒【財務分析項目登録】画面が表示されます。 

 

2. ［財務分析ユーザー］ボタンをクリックします。 
【財務分析ユーザー要素登録】画面を表示させ、さらに［追加］ボタンをクリックします。 

 

 
 

3. 【財務分析指標登録（個別）】画面が表示されます。 
以下の内容を登録し［決定］ボタンをクリックします。 
① 要素名称、要素略称に「奨学生数」と入力 

② 計算１ 「その他」を選択 
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4. 更新確認メッセージが表示されます。「はい」を選択します。 
 

5. 【財務分析ユーザー要素登録】画面の一覧に追加されていることを確認します。 
［更新］ボタンをクリックし、登録内容を確定させます。 

 

 
 

6. 要素一覧に追加されていることを確認します。 
 

 
 

 

 
人数要素の共有 

追加した人数要素は【部門要素登録】画面でも共有され、財務分析の要素として利用できま

す。 

 

 
人数要素明細の追加 

人数要素明細は画面から追加ができません。 

追加が必要な場合はシティアスコムまでお問い合わせください。 
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3-3 新規シミュレーションパターンを登録する 

シミュレーションをする場合の金額の変動は以下の２パターンで登録できます。 

授業料収入なら単価×人数、補助金なら増減率など、計画をたてる際は科目によって 

使い分けながらシミュレーションすることをおすすめします。 
 

 
 

3-3-1 比率計算によるシミュレーション 

人件費計画を例に、比率計算によるシミュレーション手順を説明します。 

 

＜登録例＞実績値をもとにシミュレーションしたい 

目標値 
文学専攻科の現状７０％の人件費比率を５年後には 63％以内にする 

（対前年比を△２％でシミュレーション） 

備考 

・平均人件費には所定福利費を含み、退職給与引当金繰入額を除く 

・昇給率は定期昇給とベースアップを含む 

・正味退職金負担額は「退職金支給予定額-退職団体交付金額」 
 

 
 

1. メガドロップ［8.分析・資料］－◇財務分析「シミュレーション要素登録（決算ベース）」

をクリックします。⇒【シミュレーション要素登録（決算ベース）】画面が表示されます。 
 

2. ［新規追加］ボタンをクリックし、 
【シミュレーション要素登録（決算ベース）（パラメータ一覧）】画面を表示させます。 

 

 

比率計算 

積上げ計算 

予想比率を指定してシミュレーションする方法です。 

資産運用計画や借入金償還計画などに利用できます。 

「3-3-1 増減率を利用したシミュレーション」参照 

単価や数量を変動させてシミュレーションする方法です。 

前受金収入計画や納付金収入計画などに利用できます。 

「3-3-2 単価*人数を利用したシミュレーション」参照 
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3. 以下の条件を設定し［表示］ボタンをクリックします。 
① 基準対象年 2017（当年度） 

② シミュレーション出力対象年 2018～2022 

③ 科目分類 「資金収支」を選択 

④ 入力種類 「大分類」「支出」を選択 
 

 
 

4. 手順３で指定した科目が部門ごとに表示されます。（基準残高は現時点の残高） 
 

 
 

5. 比率を入力し、「金額」欄が変更になったことを確認します。 
［次へ］ボタンをクリックします。 

 

 
 

 
基準年度の残高金額について 

基準年度の残高は現時点での残高となります。 

対象年度の予算額をもちいてシミュレーションしたい場合は、「基準年度 残高金額」を手動

で変更してください。 
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6. 画面切替確認メッセージが表示されます。「はい」を選択します。 
 

 
 

7. 【シミュレーション要素登録（決算ベース）（結果表示・編集）】画面を表示させます。 
手順５で入力した比率がシミュレーション出力対象年にコピーされています。 
シミュレーション名を入力し、［保存］ボタンをクリックします。 

 

 
 

8. 更新確認メッセージが表示されます。「はい」を選択します。 
 

 
   

9. ガイダンスより登録した内容が表示されることを確認します。 
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3-3-2 単価×数量を利用したシミュレーション 

納付金収入計画を例に、比率計算によるシミュレーション手順を説明します。 

 

＜登録例＞実績値をもとにシミュレーションしたい 

目標値 
来年度より文学専攻科の年間単価を 100,000 円あげた場合の 3 年間の

収入計画をたてたい。 

単価の変動 授業料収入 1,500,000 円 ⇒ 1,600,000 円 

備考 
退学者を各年度で５人と想定 

学生数の変動は「3-2-1 人数初期値設定」で登録したものを利用する 

 

1. メガドロップ［8.分析・資料］－◇財務分析「シミュレーション要素登録（決算ベース）」

をクリックします。⇒【シミュレーション要素登録（決算ベース）】画面が表示されます。 
 

2. ［新規追加］ボタンをクリックし、 
【シミュレーション要素登録（決算ベース）（パラメータ一覧）】画面を表示させます。 

 

3. 以下の条件を設定し［表示］ボタンをクリックします。 
① 基準対象年 2017（当年度） 

② シミュレーション出力対象年 2018～2020 

③ 科目分類 「資金収支」を選択 

④ 部門を限定 「211 文学専攻」 

⑤ 入力種類 「大分類」「収入」を選択 

⑥ 設定条件 「人数はマスタの設定値を使用」にチェック 

    ガイダンスより「1 学生数」（3-2-1 で設定したマスタ）を選択 
 

 
 

4. 手順３で指定した科目が部門ごとに表示されます。（基準残高は現時点の残高） 
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5. 以下の内容を登録し、［次へ］ボタンをクリックします。 
① 計算パターン 「単価×人数」を選択 

② 人数要素 「301 学生生徒数」を選択 

③ 単価 1,600,000 円に訂正 
 

 
 

 
対前年比の単価について 

基準年度の残高金額が単価になるため、正しい単価を登録します。 

 

6. 画面切替確認メッセージが表示されます。「はい」を選択します。 
 

 
 

7. 【シミュレーション要素登録（決算ベース）（結果表示・編集）】画面を表示させます。 
手順５で指定した単価と「3-2-1 人数初期値設定」で登録した人数をもとに各年度の 
授業料収入金額が確認できます。 
この時点で問題なければシミュレーション名をつけて保存します。 
調整が必要な場合は手順８へすすみます。 
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8. 各年度の調整は［詳］ボタンよりおこないます。 
 

 
 

9. 【シミュレーション要素登録（金額設定）】画面を表示させます。 
退学者分（人数要素明細＝その他）を「減算」として登録し、［決定］ボタンをクリックし

ます。 
 

 
 

 
基準値のチェックボックスについて 

手順５で選択した人数要素、単価、人数、調整額、金額が表示されます。 

チェックをつけて数字を変更後、ＥＮＴＥＲキーで変更後の内容に一括変更されます。 

 

10. 【シミュレーション要素登録（決算ベース）（結果表示・編集）】に戻ります。 
他の年度も同様に変更し［保存］ボタンをクリックします。 
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3-4 作成したパターンを編集する 

「3-3-1 比率計算によるシミュレーション」で作成したパターンをもとに内容の編集方法

や複写方法を説明します。 

 

3-4-1 登録内容を変更する 

＜登録例＞ 

変更点 前年比率△１．５％に変更 

 

1. メガドロップ［8.分析・資料］－◇財務分析「シミュレーション要素登録（決算ベース）」

をクリックします。⇒【シミュレーション要素登録（決算ベース）】画面が表示されます。 
 

2. 対象年を指定し、［表示］ボタンをクリックします。登録済のパターンが表示されます。 
 

 
 

3. 変更したいパターンにチェックをつけて［選択］ボタンをクリックします。 
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4. 【シミュレーション要素登録（決算ベース）（結果表示・編集）】画面に切り替わります。 
「3-3-1 比率計算によるシミュレーション」手順５からを参考に比率を変更します。 

 

 
 

3-4-2 パターンを複写する 

登録済みのパターンを複写して新しいパターンを作成することができます。 

「3-3-1 比率計算によるシミュレーション」で登録したパターンを複写してみましょう。 

 

1. メガドロップ［8.分析・資料］－◇財務分析「シミュレーション要素登録（決算ベース）」

をクリックします。⇒【シミュレーション要素登録（決算ベース）】画面が表示されます。 
 

2. 対象年を指定し、［表示］ボタンをクリックします。登録済のパターンが表示されます。 
 

 
 

3. 変更したいパターンにチェックをつけて［新規追加］ボタンをクリックします。 
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4. 【シミュレーション要素登録（決算ベース）（結果表示・編集）】画面に切り替わります。 
「3-3-1 比率計算によるシミュレーション」手順５からを参考に比率を変更します。 

 

 
 

3-4-3 パターンを一時保存する 

作成中の内容を保存する場合は、画面下の［一時保存］ボタンをクリックするか、 

［閉じる］ボタンをおすと、その時点の内容が保存されます。 

「3-4-1 登録内容を変更する」の手順を参考に、続きを登録します。 
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3-5 シミュレーション結果を帳票で確認する 

「3-3-1 比率計算によるシミュレーション」で登録したパターンをもとに未来決算書、未

来財務分析表など帳票を出力する手順を説明します。 
 

3-5-1 未来財務分析表 

シミュレーション結果をもとに未来財務分析表を出力してみましょう。 

 

1. メガドロップ［8.分析・資料］－◇財務分析「財務分析表」をクリックします。 
⇒【財務分析表】画面が表示されます。 

 

2. 印刷条件を選択し、［選択］ボタンをクリックします。 
① 対象年度を 2018 年度～2022 年度に指定 

② 「シミュレーションデータを使用する」にチェック 
 

 
 

3. 【シミュレーション要素登録（決算ベース）】画面が表示されます。 
対象年を入力し［表示］ボタンをクリックします。 
パターンを選択し［選択］ボタンをクリックします。 
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4. 【財務分析表（ユーザー設定）】画面に戻ります。 
［EXCEL 出力］ボタンより財務分析表を出力します。 

 

 
 

3-5-2 未来決算書 

シミュレーション結果をもとに未来決算書を出力してみましょう。 

例として資金収支計算書を出力します。 

 

1. メガドロップ［8.分析・資料］－◇財務分析「決算書印刷（経営状況予測版）」をクリック 
します。⇒【決算書印刷（経営状況予測版）】画面が表示されます。 

 

2. 印刷条件を選択し、［表示］ボタンをクリックします。 
① 対象年度を 2018 年度～2022 年度に指定 

② 決算書種類「資金収支計算書」を選択 
 

 
 

3. シミュレーション結果を選択し［印刷］ボタンをクリックします。 
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4. 決算書形式でシミュレーション結果を確認できます。 
 

 
 

 

3-5-3 未来予算書 

シミュレーション結果をもとに未来予算書を出力してみましょう。 

予算は以下の画面より操作します。 

操作の手順は「3-5-2 未来決算書」を参照してください。 

 

1. メガドロップ［8.分析・資料］－◇財務分析「予算書印刷（経営状況予測版）」をクリック 
します。⇒【予算書印刷（経営状況予測版）】画面が表示されます。 
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4 経営判断指標を出力する 

この章では自校の経営状況を把握するための資料「格付フローチャート」の出力方法 

について説明します。 

 

4-1 実績から作成する 

実績より経営判断指標を出力する手順を説明します。 

 

1. メガドロップ［8.分析・資料］－◇格付フローチャート「格付フローチャート出力」を 
クリックします。⇒【格付フローチャート出力】画面が表示されます。 

 

2. 対象年度を確認し［表示］ボタンをクリックします。 
 

 
 

3. 実績が表示されたことを確認し、［EXCEL 出力］ボタンをクリックします。 
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4. 確認メッセージが表示されます。（今回は「開く」を選択） 
 

 
 

5. 格付フローチャートが出力されます。 
 

 
 
 

 

 
会計基準変更前の格付について 

判断基準に会計基準変更後の科目残高を利用しているため、会計基準変更前の年度は正しく

金額を参照することができませんのでご注意ください。 
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■ 格付フローチャート イメージ 
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4-2 手動で作成する 

経営判断指標を自動で作成するほか、手動で設定した項目より作成することも可能です。 

 

1. メガドロップ［8.分析・資料］－◇◇格付フローチャート「格付フローチャート出力」を 
クリックします。⇒【格付フローチャート出力】画面が表示されます。 

 

2. 対象年度を確認し［表示］ボタンをクリックします。 
 

3. 実績が表示されたことを確認し、「判断項目を設定する」にチェックをつけます。 
 

 
 

4. 該当する項目にチェックをつけ、［Excel 出力］ボタンをクリックします。 
 

 
 

5. 手動で選択した内容を確認します。 
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 【付録】財務分析表 分析比率（初期設定） 

初期設定されている財務分析表の分析比率の設定資料です。 
 
 

1. 貸借対照表比率 

 

No 名称 
計算 

指標内容 
評価基準 

1 固定資産構成比率（%） 固定資産/総資産 - 

固定資産の総資産に占める構成割合です。 

総資産は，固定資産と流動資産から構成されるため，固定資産構成比率は，流動資産構成比率とトレー

ドオフをなす関係にあります。 

この比率は全体的に学校法人の資金の固定化の程度をみるものですが，固定資産の構成内容により， 

この比率が高い方がいい場合と低い方がいい場合があるので，固定資産は有形固定資産，特定資産 

およびその他固定資産にわけて分析する必要があります。 

（TOMAS-PS7 会計の仕組上、徴収不能引当金差引前の固定資産で計算されています。ご注意くださ

い） 
 

この比率を分析する際の留意点は以下のとおりです。 

・有形固定資産構成比率と特定資産構成比率とあわせて分析する 

・固定長期適合率とあわせて分析する 

・経年の推移を分析する 
 

2 有形固定資産構成比率（%） 有形固定資産／総資産 ▼ 

有形固定資産の総資産に占める構成割合です。 

学校規模に比して施設設備の充実は重要ですが，設備投資が過剰となる場合は財政をひっ迫させる要因

ともなるため注意が必要となります。 

他方，施設設備の老朽化が進むと，この比率は低下する傾向にあるため．今後の施設設備の投資計画や

改修計画を検討する必要があるでしょう。 
 

この比率を分析する際の留意点は以下のとおりです。 

・同規模校、同系統校の平均値と比較分析する 

・固定長期適合率とあわせて分析する 

・減価償却比率および減価償却額比率とあわせて分析する 

・経年の推移を分析する 

 

3 特定資産構成比率（%） 特定資産／総資産 △ 

特定資産の総資産に占める構成割合です。 

特定資産は金融資産で構成されるため，金融資産の積立て状況を評価する指標といえます。 

学校法人においては，中長期的な視点にたった経営計画の策定と，経営計画の下支えとなる特定資産の

事前積立てが重要であり，また保護者をはじめとした利害関係者への説明責任の観点からも計画的な特

定資産形成が望ましいといえます。 

ただし，金融資産は相当程度保有しているが，特定資産化していない学校法人も存在するため，同規模

校や同系統校の平均値と比較分析する場合は，流動資産構成比率もあわせて比較分析する必要があるで

しょう。 

 

この比率を分析する際の留意点は以下のとおりです。 

・同規模校、同系統校の平均値と比較分析する 

・流動資産構成比率とあわせて分析する 

・積立率とあわせて分析する 

・経年の推移を分析する 
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No 名称 
計算 

指標内容 
評価基準 

4 流動資産構成比率（%） 流動資産／総資産 △ 

流動資産の総資産に占める構成割合です。 

総資産は，固定資産と流動資産から構成されるため，流動資産構成比率は，固定資産構成比率とトレー

ドオフの関係にあります。 

一般的に，この比率が高い場合，資金流動性に富んでいると評価できますが，著しく低い場合は，資金

流動性に欠け，資金繰りが苦しい状況にあると評価できます。 

しかし，この比率が低い場合であっても，金融資産を無理して特定資産化している場合には，必ずしも

流動性に乏しいとはいえないため，特定資産や長期有価証券の保有状況も確認して評価を行う必要があ

るでしょう。 

（TOMAS-PS7 会計の仕組上、徴収不能引当金差引前の流動資産で計算されています。ご注意くださ

い） 
 

この比率を分析する際の留意点は以下のとおりです。 

・特定資産構成比率とあわせて分析する 

・修正前受金保有比率とあわせて分析する 

・経年の推移を分析する 
 

５ 固定負債構成比率（%） 固定負債／(総負債＋純資産) ▼ 

固定負債の「総負債および純資産の合計額」に占める構成割合です。 

貸借対照表の貸方サイドは，資金の調達源泉を意味しており，将来返済義務のある他人資金（負債）と，

返済義務のない自己資金（純資産）とに分類され，負債は固定負債と流動負債で構成されます。 

学校法人が大型の設備投資や大規模修繕を実施する際に，原則として自己資金か長期借入金で賄うこと

が原則ですが，設備投資の規模が過大であり，結果として長期借入金が過大となっていれば，経営上の

懸念材料となりかねません。 

また，人件費比率の高い学校法人は，退職給与引当金も相対的に高くなる傾向にあり，結果として固定

負債構成比率を引き上げる場合もあります。 
 

この比率を分析する際の留意点は以下のとおりです。 

・同規模校、同系統校の平均値と比較分析する 

・固定長期適合率あわせて分析する 

・経年の推移を分析する 

 

６ 流動負債構成比率（%） 流動負債／(総負債＋純資産) ▼ 

流動負債の「総負債および純資産の合計額」に占める構成割合です。 

流動負債は，主に短期借入金や未払金等の短期債務と前受金から構成されますが，短期債務の割合は低

い方が望ましいといえますが，前受金は実質的に自己資金なので，両者を切り分けて分析する必要があ

ります。 

 

この比率を分析する際の留意点は以下のとおりです。 

・同規模校、同系統校の平均値と比較分析する 

・前受金保有比率とあわせて分析する 

・経年の推移を分析する 
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No 名称 
計算 

指標内容 
評価基準 

７ 内部留保資産比率（%） (運用資産－総負債)／総資産 △ 

運用資産（特定資産＋有価証券＋現金預金）から総負債を引いた金額の総資産に占める割合です。 

貸借対照表の借方サイドは，資金の運用状態を意味しており，施設設備などの物的資産と，金融資産で

ある運用資産に分類することができます。 

運用資産が総負債より大きければ，物的資産はすべて自己資金でまかなわれていることを意味し，財政

的により健全であるといえます。 

ただし，運用資産に含まれる有価証券の換金が困難なものであれば，これを除外して計算した方が望ま

しいでしょう。 
 

この比率を分析する際の留意点は以下のとおりです。 

・同規模校、同系統校の平均値と比較分析する 

・減価償却額比率および経常収支差額比率とあわせて分析する 

・経年の推移を分析する 

 

８ 運用資産余裕比率（年） (運用資産－外部負債)／経常支出 △ 

運用資産（特定資産＋有価証券＋現金預金）から外部負債（借入金＋未払金等）を引いた金額が，事業

活動収支計算書上の経常支出の何倍（何年）にあたるかをしめす比率です。 

この指標は，学校法人の１年間の経常的な支出規模に対して何年分の運用資産が蓄積されているかを表

すものであり，この比率が 1.0（1 年）を超えている場合とは，たとえ経常収入がゼロになったとして

も１年間は人件費や諸経費をまかなえるということになります。  

（TOMAS-PS7 会計では仕組上、この比率が%表示されます。1/100 することで年に読み替えてく

ださい。） 
 

この比率を分析する際の留意点は以下のとおりです。 

・同規模校、同系統校の平均値と比較分析する 

・減価償却額比率および経常収支差額比率とあわせて分析する 

・債務償還年数とあわせて分析する 

・経年の推移を分析する 

 

９ 純資産構成比率（%） 純資産／(総負債＋純資産) △ 

純資産の「総負債および純資産の合計額」に占める構成割合です。 

貸借対照表の貸方サイドは，資金の調達源泉を意味しており，将来返済義務のある他人資金（負債）と，

返済義務のない自己資金（純資産）とに分類され，この指標は，学校法人の資金の調達源泉を分析する

上で，最も概括的で重要な指標です。 

この比率が高い場合は，自己資金が充実していることをしめし，財政的には安定していると評価できま

すが，逆に 50％を下回る場合は，他人資金が自己資金を上回っていることをしめしています。 
 

この比率を分析する際の留意点は以下のとおりです。 

・同規模校、同系統校の平均値と比較分析する 

・繰越収支差額構成比率とあわせて分析する 

・経年の推移を分析する 
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No 名称 
計算 

指標内容 
評価基準 

１０ 繰越収支差額構成比率（%） 繰越収支差額／(総負債＋純資産) △ 

繰越収支差額の「総負債および純資産の合計額」に占める構成割合です。 

貸借対照表の貸方サイドは，資金の調達源泉を意味しており，将来返済義務のある他人資金（負債）と，

返済義務のない自己資金（純資産）とに分類され，自己資金（純資産）は，基本金と繰越収支差額から

構成されます。 

なお，繰越収支差額は，基本金組入後の収支差額の過去からの累計であり，長期的に収支均衡すること

が望ましいといえますが，短期的には，基本金の組入れが集中するとマイナスとなる場合もありますの

で，組入れられた基本金の種類や今後の組入計画をあわせて検討する必要があるでしょう。 

 

この比率を分析する際の留意点は以下のとおりです。 

・同規模校、同系統校の平均値と比較分析する 

・基本金組入の内訳および第 2 号基本金組入計画をあわせて分析 

・経年の推移を分析する 

 

１１ 固定比率（%） 固定資産／純資産 ▼ 

固定資産の純資産に対する割合です。 

固定資産は，施設設備等の有形固定資産と金融資産である特定資産などから構成されますが，いずれも

長期的に運用され，資金が固定されるため，より安定した自己資金で調達することが望ましいといえま

す。 

この比率が 100％以下であれば，固定資産はすべて自己資金（純資産）でまかなわれていることを意味

し，100％を超える場合は，借入金などの他人資金で資金調達されていることになりますが，その際も

できるだけ安定した長期借入金であることが望ましいといえます。 

 

この比率を分析する際の留意点は以下のとおりです。 

・同規模校、同系統校の平均値と比較分析する 

・有形固定資産と特定資産の割合もあわせて分析する 

・固定長期適合率もあわせて分析する 

・経年の推移を分析する 

 

１２ 固定長期適合率（%） 固定資産／(純資産＋固定負債) △ 

固定資産の純資産と固定負債の合計値である長期資金に対する割合で，固定比率を補完する役割を担う

比率です。 

固定資産は，施設設備等の有形固定資産と金融資産である特定資産などから構成されますが，いずれも

長期的に運用され，資金が固定されるため，その資金調達は安定した自己資金もしくは長期借入金で調

達することが望ましいとの考え方に基づきます。 

したがって，この比率は 100％以下で低いほど理想的とされますが，100％を超えた場合，固定資産

の調達源泉として短期借入金等でまかなっていることになり，財務的に不安定といえます。 

 

この比率を分析する際の留意点は以下のとおりです。 

・同規模校、同系統校の平均値と比較分析する 

・固定負債構成比率とあわせて分析する 

・経年の推移を分析する 
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No 名称 
計算 

指標内容 
評価基準 

１３ 流動比率（%） 流動資産／流動負債 △ 

流動負債に対する流動資産の割合です。 

１年以内に償還または支払わなければならない流動負債に対して，流動性の高い短期資産がどの程度保

有されているかという，学校法人の短期的な支払い能力を判断する重要な指標のーつといえます。 

固定資産の取得にあたり，短期借入金等でまかなうことにより，この比率が 100％を下回っている場合

には，短期的な資金ショートの可能性が高くなるといえます。 

ただし，流動負債には，実質的に自己資金である前受金の比重もおおきく，さらに流動資産においても，

あえて特定資産として資産運用している場合もあるため，この比率だけでは短期的な資金ショートの可

能性を測定できるとは限りません。 

 

この比率を分析する際の留意点は以下のとおりです。 

・前受金保有比率とあわせて分析する 

・特定資産構成比率とあわせて分析する 

・経年の推移を分析する 

 

１４ 総負債比率（%） 総負債／総資産 ▼ 

固定負債と流動負債を合計した負債総額の総資産に対する割合です。 

貸借対照表の貸方サイドは，資金の調達源泉を意味しており，将来返済義務のある他人資金（負債）と，

返済義務のない自己資金（純資産）とに分類され，借方サイドは，資金の運用形態を意味します。 

この比率は，総資産に対する他人資金の比重を評価する極めて重要な比率であり，低いほど望ましく，

50％を超えると負債総額が純資産を上回ることをしめし，さらに 100％を超えると負債総額が資産総

額を上回る状態，いわゆる債務超過であることをしめします。 

 

この比率を分析する際の留意点は以下のとおりです。 

・同規模校、同系統校の平均値と比較分析する 

・固定負債構成比率および流動負債構成比率とあわせて分析する 

・経年の推移を分析する 

 

１５ 負債比率（%） 総負債／純資産 ▼ 

他人資金と自己資金との割合で，他人資金である総負債が自己資金である純資産を上回っていないかを

測る比率です。 

この比率は，総負債比率，純資産構成比率と相互に関連していますが，当然 100％以下で低い方が望ま

しいです， 

１６ 前受金保有率（%） 現金預金／前受金 △ 

前受金と現金預金との割合であり，当該年度に収受している翌年度分の授業料や人学金等が，現金預金

の形で当該年度末に適切に保有されているかを測る比率です。 

一般的には，前受金は翌年度の人件費・経費等で費消されるべきものであり，前受金相当の現金預金は

本年度では手をつけるべきではないため，この比率は 100％を超えることになります。 

しかし，資金繰りに窮している学校法人以外で，特定資産や有価証券の形で現金預金を運用している場

合もあるため，注意が必要です。 

 

この比率を分析する際の留意点は以下のとおりです。 

・同規模校、同系統校の平均値と比較分析する 

・現金預金以外の金融資産の保有状況とあわせて分析する 

・経年の推移を分析する 
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No 名称 
計算 

指標内容 
評価基準 

１７ 修正前受金保有率（%） 運用資産／前受金 △ 

前受金は翌年度の学生のための授業料等であり，翌年度の人件費・経費等で費消されるべきものであり，

それまでは現金預金で保有しておくべきですが，事情により有価証券や特定資産の形で保有する場合も

あるため，運用資産（特定資産＋有価証券＋現金預金）との割合をみるものです。 

この比率が 100％を下回ることは，翌年度に使うべき資金を先食いしているといえ，資金繰りがかなり

厳しいといえるでしょう。 

 

１８ 退職給与引当特定資産保有

率（%） 
退職給与引当特定資産／退職給与引当金 △ 

退職給与引当金と退職給与引当特定資産の充足関係をしめす比率です。 

この比率は，将来的な支払債務である退職給与引当金に見合う資産を特定資産としてどの程度積み立て

ているかを判断するものであり，高い方が望ましいですが，支払資金や有価証券の形で保有している場

合もあるため，資金流動性もあわせて分析する必要があります。 

なお，この比率は 100％を超えることはできないので注意が必要です。 
 

この比率を分析する際の留意点は以下のとおりです。 

・同規模校、同系統校の平均値と比較分析する 

・流動資産構成比率とあわせて分析する 

・100％を超えていないか 

・経年の推移を分析する 

 

１９ 基本金比率（%） 基本金／基本金要組入額 △ 

基本金組入資産額である要組入額に対する組人済基本金の割合です。 

基本金組入額＝要組入額－未組入額の関係にあり，この比率は 100％が上限であり，100％に近いほ

ど未組入額が少ないことをしめしています。 

（TOMAS-PS7 会計では、基本金には要組入額の対象となる第 1 号基本金と第４号基本金を集計して

います） 
 

この比率を分析する際の留意点は以下のとおりです。 

・同規模校、同系統校の平均値と比較分析する 

・有形固定資産構成比率とあわせて分析する 

・経年の推移を分析する 

 

２０ 減価償却比率（%） 減価償却累計額／減価償却資産取得価額 △ 

減価償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合です。 

建物・設備等の有形固定資産を中心とする減価償却資産は減価償却されますが，減価償却累計額が，取

得価額に対してどの程度を占めているかを測る比率です。 

減価償却資産の取得年度が古く、老朽化が進んでいるほどこの比率は高くなる半面，最近に大型の設備

投資をした場合は低い比率がしめされるため，慎重な判断が求められます。 

（初期設定では有形固定資産・その他の固定資産にかかわらず減価償却を行う科目がすべて集計されま

す。有形固定資産に限定する場合は、財務分析情報登録画面で分子を 104 減価償却累計額から 159 減

価償却累計額（有形固定資産）に変更してください。) 
 

この比率を分析する際の留意点は以下のとおりです。 

・同規模校、同系統校の平均値と比較分析する 

・減価償却額比率とあわせて分析する 

・経年の推移を分析する 
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No 名称 
計算 

指標内容 
評価基準 

２１ 積立率（%） 運用資産／要積立額 △ 

要積立額（退職給与引当金＋減価償却累計額＋第 2 号基本金＋第 3 号基本金）に対する，実際の運用資

産（特定資産＋有価証券＋現金預金）の留保率です。 

この比率では，分母である要積立額には長期的に必要となる資金需要項目（施設設備の取替更新と退職

金支払）に焦点をあてられており，短期的な運転資金目標である第 4 号基本金は含められていませんの

で注意が必要です。 

他方，運用資産の内容は，換金可能な金融資産，すなわち現金預金・有価証券（固定資産および流動資

産）・特定資産の合計額と幅広くとらえています。 

 

この比率を分析する際の留意点は以下のとおりです。 

・同規模校、同系統校の平均値と比較分析する 

・内部留保資産比率とあわせて分析する 

・減価償却比率とあわせて分析する 

・経年の推移を分析する 

 

２２ 現預金比率（%） 現金預金／流動負債 △ 

流動負債に対する現金預金の割合です。 

１年以内に償還又は支払わなければならない流動負債に対して，現金預金がどの程度用意されているか

という，流動比率よりもシビアに学校法人の短期的な支払い能力を判断する重要な指標のーつといえま

す。 

 

この比率を分析する際の留意点は以下のとおりです。 

・修正前受金保有比率とあわせて分析する 

・経年の推移を分析する 

 

２３ 特定資産留保率（%） (特定資産+長期有価証券)／総資産 △ 

特定資産および長期有価証券の総資産に占める構成割合で，各種引当特定資産などの長期にわたって特

定の日的のために保有する金融資産や有価証券の運用状況を評価する指標です。 

この比率は，特定資産構成比率と似ていますが，長期有価証券も対象となっているため，学校法人とし

ての資金の運用方針をみるために用いられると考えられます。すなわち，学校法人として，施設設備等

の物的資産に対する投資と，特定資産や有価証券などの金融資産に対する投資のバランスは適正か否か

などです。 

 

この比率を分析する際の留意点は以下のとおりです。 

・同規模校、同系統校の平均値と比較分析する 

・教育活動外収支差額比率とあわせて分析する 

・経年の推移を分析する 

 

２４ 債務償還年数（年） (短借入金+長借入金)／(経常収支差額+減価償却

額) 
▼ 

学校法人が現時点でかかえている借入金等の金融債務を，フリーキャッシュフローで何年間で完済でき

るかという指標です。 

これは，金融機関が融資先の格付けをするための重要な財務指標であり，10 年以内であれば優良企業

とされています。 
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No 名称 
計算 

指標内容 
評価基準 

２５ 運用資産超過額対教育活動 

資金収支差額比（年） 
(運用資産－外部負債)／教育活動資金収支差額 △ 

学校法人の本業である教育活動による資金収支差額がマイナスの状態の場合に，返済すべき外部負債を

すべて返済したと仮定した運用資産残額（運用資産超過額）が何年で枯渇するか，その年数をみる指標

です。 

なお，教育活動資金収支差額がマイナス，かつ運用資産超過額がプラスの時に値が表示されます。 

 

２６ 運用資産対教育活動 

資金収支差額比（年） 
運用資産／教育活動資金収支差額 △ 

学校法人の本業である教育活動資金収支差額がマイナスの状態の場合に，既存の外部負債の返済はすべ

て猶予できると仮定して，運用資産が何年で枯渇するか，その耐久年数をみる指標です。 

なお，教育活動資金収支差額がマイナスの場合のみ値が表示されますが，日本私立学校振興・共済事業

団の提供する経営判断指標においては，この耐久年数を 4 年未満，4 年～10 年未満，10 年以上の３

つの期間区分で経営困難法人の格付けを行っています。 

 

２７ 外部負債超過額対教育活動 

資金収支差額比（年） 
(外部負債－運用資産)／教育活動資金収支差額 ▼ 

教育活動資金収支差額がプラスの状態の場合，既存の運用資産はすべて外部負債の返済にあてると仮定

した場合の，純債務の償還可能年数です。 

 

 
 

２. 事業活動収支比率 
 

No 名称 
計算 

指標内容 
評価基準 

1 人件費比率（%） 人件費／経常収入 ▼ 

人件費の経常収入に占める割合です。 

学校法人の収益性分析において，もっとも重要となる指標のひとつであり，奨学費の割合や教職員 1 人

当たり人件費額にも配慮しながら，各学校の実態に適した水準を維持する必要があります。 

 

この比率を分析する際の留意点は以下のとおりです。 

・部門別（私立学校別）に同規模校，同系統校の平均値と比較する 

・本務教員と兼務教員の割合を分析する 

・教職員１人当たりの人件費水準を分析する 

・経常収入から奨学費を控除した実際入金額と人件費の割合を分析 

・経年の推移を分析する 

 

2 人件費依存率（%） 人件費／学生生徒等納付金 ▼ 

人件費の学生生徒等納付金に占める割合です。 

人件費は学生生徒等納付金で賄える範囲内に収まっている(比率が100%を超えない)ことが理想的です

が，授業料軽減補助制度のある高等学校などは政策的に学納金単価が低く抑えられている場合がありま

すので，学校の種類や系統・規模等により，必ずしもこの範囲に収まらない構造となっている場合もあ

る点に留意が必要でしょう。 

 

この比率を分析する際の留意点は以下のとおりです。 

・部門別（私立学校別）に同規模校，同系統校の平均値と比較する 

・授業料軽減補助金がある学校は，分母に補助金を加えて分析する 

・学生生徒納付金に占める奨学費の割合を分析する 

・経年の推移を分析する 
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No 名称 
計算 

指標内容 
評価基準 

3 教育研究経費比率（%） 教育研究経費／経常収入 △ 

教育研究経費の経常収人に占める割合です。 

教育研究経費は管理経費と異なり，教育研究活動の維持・充実のため不可欠なものであり，この比率は

収支均衡を失しない範囲内で高くなることが望ましいといえます。 

 

この比率を分析する際の留意点は以下のとおりです。 

・部門別（私立学校別）に同規模校，同系統校の平均値と比較する 

・学生生徒１人当たり教研経費額もあわせて分析する 

・臨時的な支出（修繕費など）を考慮する 

・減価償却額比率もあわせて分析する 

・教育研究経費と管理経費の割合もあわせて分析する 

・経年の推移を分析する 

 

4 管理経費比率（%） 管理経費／経常収入 ▼ 

管理経費の経常収人に占める割合です。 

管理経費は教育研究活動以外の目的で支出される経費であり，学校法人の運営のための支出はやむをえ

ないものの，比率としては低い方が望ましいといえます。 

 

この比率を分析する際の留意点は以下のとおりです。 

・部門別（私立学校別）に同規模校，同系統校の平均値と比較する 

・減価償却額比率もあわせて分析する 

・教育研究経費と管理経費の割合もあわせて分析する 

・経年の推移を分析する 

 

５ 借入金等利息比率（%） 借入金等利息／経常収入 ▼ 

借入金等利息の経常収入に占める割合です。 

この比率が高い場合には，借入金が多いことを意味しており，教育活動収支差額がプラスであっても，

借入金利息のために経常収支差額がマイナスになる場合もあるため注意しなければなりません。 

 

この比率を分析する際の留意点は以下のとおりです。 

・負債比率とあわせて分析する 

・金融機関別の金利を分析する 

・教育活動収支差額に占める借入金利息の割合を分析する 

・経年の推移を分析する 

 

６ 事業活動収支差額比率（%） 基本金組入前当年度収支差額／事業活動収入 △ 

基本金組入前の当期収支差額が事業活動収入に占める割合です。 

基本金組入前当年度収支差額のプラスの範囲内で基本金組入額が収まっていれば当年度の収支差額は収

入超過となり，逆に基本金組入額がプラス分を超えた場合は支出超過となります。 

この比率がマイナスになる場合は，当年度の事業活動収入で事業活動支出をまかなうことができないこ

とをしめし，基本金組入前の段階ですでに事業活動支出超過の状況にあります。 

 

この比率を分析する際の留意点は以下のとおりです。 

・部門別（私立学校別）に同規模校，同系統校の平均値と比較する 

・各事業活動区分の収支差額を分析する 

・経年の推移を分析する 
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No 名称 
計算 

指標内容 
評価基準 

７ 基本金組入後収支比率（%） 事業活動支出／(事業活動収入－基本金組入額) ▼ 

事業活動収入から基本金組入額を控除した額に対する事業活動支出が占める割合を示す比率です。 

一般的には，基本金組入後において収支が均衡する 100％前後が望ましいと考えられますが，基本金組

入れが著しく大きい年度において一時的に急上昇する場合も考えられます。 

 

この比率を分析する際の留意点は以下のとおりです。 

・部門別（私立学校別）に同規模校，同系統校の平均値と比較する 

・基本金組入額の種類（第 1 号～第 4 号）を確認する 

・基本金比率および基本金組入率もあわせて分析する 

・経年の推移を分析する 

 

８ 学生生徒等納付金比率（%） 学生生徒等納付金／経常収入 △ 

学生生徒等納付金の経常収入に占める割合です。 

経常収入は，学生生徒等納付金，補助金および寄付金をおもな構成要素としますが，学生生徒等納付金

は，この中でもっとも安定的で重要な自己財源です。 

したがって，この比率は安定的に高い値が望ましいといえますが，授業料軽減補助制度のある高等学校

などは政策的に学納金単価が低く抑えられている場合がありますので，比較する平均値の選択には注意

が必要です。 

 

この比率の分析においての留意点は下記のとおりです。 

・部門別（私立学校別）に同規模校，同系統校の平均値と比較する 

・学生生徒等納付金の内訳・範囲について近隣校の情報を分析する 

・学生生徒納付金に占める奨学費の割合を分析する 

・学生生徒１人当たりの単価と学生生徒数のバランスを分析する 

 

９ 寄付金比率（%） 寄付金／事業活動収入 △ 

寄付金には，一般寄付金，特別寄付金，施設設備寄付金および現物寄付があり，一般寄付金，特別寄付

金および現物寄付（経費）は教育活動収入に，施設設備寄付金および現物寄付（物品）は特別収入に区

分経理されますが，これらの寄付金の事業活動収入に占める割合です。 

そもそも，寄付金は予定された収入ではなく，さらに施設設備拡充目的の寄付金は臨時性が高いため，

年度による増減幅が大きくなると考えられます。 

 

この比率を分析する際の留意点は以下のとおりです。 

・部門別（私立学校別）に同規模校，同系統校の平均値と比較する 

・臨時的な寄付金をわけて分析する 

・学内の寄付金募集体制の整備とあわせ経年の推移を分析する 

 

１０ 経常寄付金比率（%） 教育活動収支の寄付金／経常収入 △ 

教育活動収入に区分経理される一般寄付金，特別寄付金および現物寄付の経常収入に占める割合です。 

この比率は，施設設備の拡充目的の寄付金以外の寄付金を対象としていますが，それでも，周年記念事

業の寄付金や大会出場応援の寄付金など，臨時的なものも含まれるため，経常性の範囲には注意が必要

です。 

今後学校法人においては，学生生徒納付金や経常費補助金といった経常的な収入を補完できるような安

定的な寄付金募集体制の確立・継続が重要です。 

 

 この比率を分析する際の留意点は以下のとおりです。 

・部門別（私立学校別）に同規模校，同系統校の平均値と比較する 

・臨時的な寄付金をわけて分析する 

・学内の寄付金募集体制の整備とあわせ経年の推移を分析する 
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No 名称 
計算 

指標内容 
評価基準 

１１ 補助金比率（%） 補助金／事業活動収入 △ 

補助金には，経常費等補助金および施設設備補助金があり，経常費等補助金は教育活動収入に，施設設

備補助金は特別収入に区分経理されますが，この比率は，この両方の補助金の事業活動収入に占める割

合となります。 

学校法人において，補助金は学生生徒等納付金に次ぐ主要な財源であり，学生生徒等納付金比率とゆる

やかなトレードオフの関係にあります。 

また，この比率が高い場合，国または地方公共団体の予算の縮小・削減により想定外の影響をうける可

能性がありますので注意が必要です。 

 

この比率を分析する際の留意点は以下のとおりです。 

・部門別（私立学校別）に同規模校，同系統校の平均値と比較する 

・臨時的な補助金をわけて分析する 

・学生生徒等納金比率とのバランスを分析する 

 

１２ 経常補助金比率（%） 教育活動収支の補助金／経常収入 △ 

経常費等補助金の経常収入に占める割合です。 

補助金比率には，施設設備補助金も含めていましたが，経常補助金比率は，毎期安定的に入金のある経

常費等補助金の割合をみるものです。 

経常費等補助金は，経常収入のうち，学生生徒等納付金に次ぐ第 2 の収入源であり，この比率は，学生

生徒等納付金比率とまさにトレードオフの関係にあります。つまり，この比率が高いということは，学

校法人の独自の自己財源である学生生徒納付金の割合が低いことを意味します。 

 

この比率を分析する際の留意点は以下のとおりです。 

・部門別（私立学校別）に同規模校，同系統校の平均値と比較する 

・学生生徒等納金比率とのバランスを分析する 

・経年の推移を分析する 

 

１３ 基本金組入率（%） 基本金組入額／事業活動収入 △ 

事業活動収入の総額から基本金への組入れ状況を示す比率です。 

基本金組入額には，第 1 号基本金から第 4 号基本金まであり，可能な限り安定的な基本金組入れが望ま

れます。 

 

この比率を分析する際の留意点は以下のとおりです。 

・部門別（私立学校別）に同規模校，同系列校の平均値と比較する 

・基本金組入額の種類（第 1 号～第 4 号）を確認する 

・基本金比率もあわせて分析する 

・減価償却比率もあわせて分析する 

・経年の推移を分析する 
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No 名称 
計算 

指標内容 
評価基準 

１４ 減価償却額比率（%） 減価償却額／経常支出 △ 

減価償却額の経常支出に占める割合です。 

施設設備の老朽化が進んでいると減価償却額が減少するため，この比率が低くなる傾向にあります。 

また，減価償却額は経費に計上されますが，実際の資金支出は伴わないため，学校法人内に留保される

資金の割合を示したものともいえますが，過大投資によって経常収支差額を圧迫していないことが前提

です。 

 

この比率を分析する際の留意点は以下のとおりです。 

・部門別（私立学校別）に同規模校，同系統校の平均値と比較する 

・減価償却比率とあわせて分析する 

・内部留保資産比率とあわせて分析する 

・経年の推移を分析する 

 

１５ 経常収支差額比率（%） 経常収支差額／経常収入 △ 

経常収支差額（当年度収支差額から臨時的な要素をのぞいた恒常的な収支差額）の経常収入（教育活動

収入＋教育活動外収入）に占める割合です。 

学校法人の中長期的な健全経営のためには，この経常収支差額がプラスであることが大前提であり，こ

れが減価償却額以上にマイナスである場合は，経常的に資金が流出していることになります。 

ただし，経常収支差額のプラスの原因が，施設設備の老朽化にともなう減価償却額比率の低下や教育活

動外収入依存の場合は注意が必要です。 

 

この比率を分析する際の留意点は以下のとおりです。 

・部門別（私立学校別）に同規模校，同系統校の平均値と比較する 

・人件費比率もあわせて分析する 

・経常収入および経常支出の中に臨時的要素がないか確認する 

・減価償却額比率および減価償却比率とあわせて分析する 

・教育活動収支差額と教育活動外収支差額をわけて分析する 

・経年の推移を分析する 

 

１６ 教育活動収支差額比率（%） 教育活動収支差額／教育活動収入 △ 

学校法人の本業である教育活動における収支差額の比率です。 

この比率がプラスで大きいほど学校法人の本業が安定しているといえますが，マイナスであれば早急に

改善策を講じる必要があります。 

ただし，収益事業からの繰入金収入や金融資産の運用益などの教育活動外収入で教育活動収支差額のマ

イナスを補うことができれば経常収支差額の黒字を確保することが可能となります。 

 

この比率を分析する際の留意点は以下のとおりです。 

・部門別（私立学校別）に同規模校，同系統校の平均値と比較する 

・人件費比率および奨学費比率とあわせて分析する 

・収入および支出の中に臨時的要素がないか確認する 

・教育活動外収支差額比率もあわせて分析する 

・経年の推移を分析する 

 

１7 人件費経常収入依存率（%） 人件費／(納付金＋経常費補助金) ▼ 

人件費の納付金および経常費補助金に占める割合をしめします。 

高等学校においては学費軽減の観点から相当規模の補助金が交付されており，相対的に学生生徒等納付

金が低い水準に抑えられている場合は，分母に経常費補助金を加えて，人件費の割合を評価しようとす

るものです。 
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No 名称 
計算 

指標内容 
評価基準 

１8 事業活動収支比率（%） 事業活動支出／事業活動収入 ▼ 

事業活動支出の事業活動収入に占める割合です。 

この比率が 100％を超える場合は，当年度の事業活動収入で事業活動支出をまかなうことができない

ことをしめし，基本金組入前の段階ですでに事業活動支出超過の状況にあります。 

事業活動支出超過となった要因が臨時的なものによる場合は別として，一般的にマイナス幅が大きくな

るほど経営が圧迫され，将来的には資金繰りに支障をきたす可能性がいなめないといえるでしょう。 

 

この比率を分析する際の留意点は以下のとおりです。 

・部門別（私立学校別）に同規模校，同系統校の平均値と比較する 

・各事業活動区分の収支差額を分析する 

・経年の推移を分析する 

 

 
 

３. 活動区分資金収支比率 

 

No 名称 
計算 

指標内容 
評価基準 

1 教育活動資金収支差額比率
（%） 

教育活動資金収支差額／教育活動資金収入計 △ 

教育活動資金収支差額の教育活動資金収入に占める割合を示し，学校法人における本業である「教育活

動」でキャッシュフローが生み出せているかを測る比率です。 

比率はプラスであることが望ましいですが，「その他の活動」でキャッシュフローを生み出し，教育研究

活動の原資としている場合もあり得るため，「その他の活動」の収支状況を併せて確認する必要があるで

しょう。 

 
 

４. 学生生徒一人当たり分析 

 

No 名称 
計算 

指標内容 
評価基準 

1 経常収入 経常収入／学生生徒数 △ 

２ 納付金収入 納付金収入／学生生徒数 △ 

３ 経常費補助金収入 経常費補助金収入／学生生徒数 △ 

４ 経常支出 経常支出／学生生徒数 ▼ 

５ 人件費支出 人件費支出／学生生徒数 ▼ 

６ 教育研修経費支出 教育研究経費支出／学生生徒数 △ 

７ 管理経費支出 管理経費支出／学生生徒数 ▼ 

８ 借入金等利息支出 借入金等利息支出／学生生徒数 ▼ 

９ 施設設備関係支出 施設設備関係支出／学生生徒数 △ 

１０ 借入金等返済支出 借入金等返済支出／学生生徒数 ▼ 

 
 

５. 教職員一人当たり分析 

 

No 名称 
計算 

指標内容 
評価基準 

1 経常収入 経常収入／本務教職員数 △ 

２ 本務教員人件費 本務教員人件費／本務教員数 ▼ 

３ 本務職員人件費 本務職員人件費／本務職員数 ▼ 
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 【付録】学校法人の財務分析 

（参考文献 「わかる使える 学校法人会計テキスト」 公認会計士 杉野 泰雄【著】） 

 

■ 財務分析の手法 
財務分析の手法は，大きく 2 種類にわけることができます。 

 

（１）実数分析 

実数分析は，実際の金額を用いて分析を行うため，直感的にわかりやすいのがメリットです。

自校のみを対象とした「量」の分析に適した方法だといえるでしょう。 

おもに以下のような分析をおこないます。 

・前年同月対比分析 

・経年推移分析，月次推移分析 

・キャッシュフロー分析（図表 15－1 および図表 15－2 参照） 

・１人当たり分析など（図表 15－7 および図表 15－8 参照） 

 

（２）比率分析 

比率分析は，計算書類のさまざまな数値（金額）の比率を求めて分析をおこなう方法であり，

実数分析では把握できない「質」の分析ができます。 

比率によって分析をおこなうことにより，効率性や収益性の確認や，規模のことなる他法人

との比較などが可能となります。 

・事業活動収支計算書関連指標分析（図表 15－4 参照） 

・貸借対照表関連指標分析（図表 15－5 参照） 

 

 

 

 

■ 比較手法 
財務分析は比較対照することで，問題点や課題を明らかにすることができますが，何をもっ

て比較対照するかにより以下のように分類できます。 

 

（１）絶対評価 

各種の財務比率ごとに目標値を設定し，その目標の達成度を評価します。この目標値は内部

管理目的で作成されるものもあれば，日本私立学校振興・共済事業団が提供する自己診断チ

ェックリストで用意されている基準値も有用です。 

 

（２）相対評価 

比較する法人群の中で自法人がどの位置にあるかなど，母集団の中の階層順位で評価しま

す。これも，日本私立学校振興・共済事業団が提供する自己診断チェックリストの平均値情

報が有用です。 

 



TOMAS-PS7 会計システム 管理会計編 

2 

 

 

（３）趨勢評価 

基準年度（期間）に比べて，状況が改善しているのか，悪化しているのかを改善度で評価し

ます。特に，学校法人の場合は収入および支出が非弾力的であるため，中長期的に財務をコ

ントロールする必要があります。 

 

 

 

■ 財務分析の角度（視点） 
財務分析手法としての比率分析を中心として，「収益性分析」，「安全性分析」および「成長

性分析」の３つの視点，および実数分析としての「一人当たり分析」をご紹介します 
 

（１）収益性分析 

収益性分析とは，事業活動収支計算書の科目を中心として，経常収入や事業活動収入等に対

する分析対象項目の割合を分析します。 

 

・学生生徒等納付金比率（%） 

・寄付金比率（%） 

・経常寄付金比率（%） 

・補助金比率（%） 

・経常補助金比率（%） 

・人件費比率（%） 

・修正人件費比率（%） 

・人件費依存率（%） 

・人件費経常収入依存率（%） 

・教育研究経費比率（%） 

・奨学費比率（%） 

・管理経費比率（%） 

・借入金等利息比率（%） 

・減価償却額比率（%） 

・経常収支差額比率（%） 

・教育活動収支差額比率（%） 

・教育活動外収支差額比率（%） 

・事業活動収支比率（%） 

・事業活動収支差額比率（%） 

・基本金組入率（%） 

・基本金組入後収支比率（%） 
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（２）安全性分析 

安全性分析とは，貸借対照表の科目を中心として，財務の健全性（安全性）や債務償還能力

をはかる指標であり，長期的な支払能力と短期的な支払能力を評価するものです。 

 

・固定比率（%） 

・固定資産構成比率（%） 

・有形固定資産構成比率（%） 

・減価償却比率（%） 

・固定長期適合率（%） 

・積立率（%） 

・特定資産構成比率（%） 

・特定資産留保率（%） 

・退職給与引当特定資産保有率（%） 

・流動比率（%） 

・修正流動比率（%） 

・流動資産構成比率（%） 

・現預金比率（%） 

・前受金保有率（%） 

・修正前受金保有率（%） 

・総負債比率（%） 

・固定負債構成比率（%） 

・流動負債構成比率（%） 

・純資産構成比率（%） 

・基本金比率（%） 

・繰越収支差額構成比率（%） 

・内部留保資産比率（%） 

・運用資産余裕比率（年） 

・債務償還年数（年） 

・運用資産超過額対教育活動資金収支差額比（年） 

・運用資産対教育活動資金収支差額比（年） 

・外部負債超過額対教育活動資金収支差額比（年） 

 

（３）成長性分析 

成長性分析とは，学校法人の規模が拡大しているか，改善しているかをみる指標であり，計

算書類の種類を問わず，基準年度（期間）に比べて，状況が改善しているのか，悪化してい

るのかの改善度で評価します（趨勢評価） 

 

・経常収入伸長率（%） 

・経常収支差額伸長率（%） 

 



TOMAS-PS7 会計システム 管理会計編 

4 

 

■ 経営改善計画 
経営状況の特に厳しい学校法人については，経営改善計画を策定し，毎年度のモニタリング

を実施する必要があります。 

 

 財務分析による現状認識 

《過去の計算書類の実数分析》 

・活動区分資金収支計算書経年推移表（法人全体および部門別） 

・事業活動収支計算書経年推移表（法人全体および部門別） 

・貸借対照表経年推移表（法人全体） 

《過去の計算書類の比率分析》 

・学生生徒等納付金比率経年グラフ（部門別） 

・経常費補助金比率経年グラフ（部門別） 

・人件費比率経年グラフ（部門別） 

・教育研究経費比率経年グラフ（部門別） 

・奨学費比率経年グラフ（部門別） 

・減価償却額比率経年グラフ（部門別） 

・経常収支差額比率経年グラフ（部門別） 

・有形固定資産構成比率経年グラフ 

・固定長期適合率経年グラフ 

・内部留保資産比率経年グラフ 

・修正流動比率経年グラフ 

・負債比率経年グラフ 

・債務償還年数経年グラフ 

《問題点および窮境の原因》 

  設置校・学部の強み・弱み，外部環境・内部環境の分析を実施 
 アクションプラン 

・教学改革プラン 

（学部等の改組・募集停止・定員見直し，カリキュラム改革，キャリア支援等） 

・学生生徒募集方法，学納金の見直し，寄付金の募集体制等 

・遊休資産の売却，施設設備計画の見直し 

・人件費，諸経費の抑制計画 

・借入金の返済条件の見直し 

・組織運営体制の見直し 
 エグゼクティブ・サマリー 

・長期資金計画総括表 

・目標財務数値，財務指標の予想推移 
 財務シミュレーション 

・資金繰り予定表（月次べース） 

・活動区分資金収支計算書 5 カ年計画 

・事業活動収支計算書 5 カ年計画 

・貸借対照表 5 カ年計画 

 



 

 

  



 

 

 

会計システム Ⅶ 管理会計編 
 

 

株式会社シティアスコム 
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Email tomas_user＠city.co.jp 

URL https://www5.city.co.jp/ 
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